標準情報 TR X 0010:1998
                                                                                    (原案 1998-10-07)

日本語組版のDSSSLライブラリ  解説
1. 公表の趣旨及び経緯
1.1 趣旨
  日本語文書の効率的かつ標準的な交換環境を早期に普及・提供されるためには, 日本語組版に適応する実用的なDSSSL規約及びツールが提供されなければならない, との観点から, 1992年４月から日本事務機械工業会の標準化委員会に実装規約小委員会が組織され, DSSSL実装規約制定のための活動を行ってきた[1]。この中で, 日本語組版指定要素の分析, ビジネス文書に適用させるための範囲の絞り込み, 推奨フォーマタ仕様の策定, 簡易DSSSLモデルの構築などの作業を実施した。この成果を, DSSSLライブラリとしてまとめたものが, この標準情報(TR)である。
1.2 経緯

  実装規約小委員会で基礎的検討を重ね, その結果に基づいて日本規格協会 情報技術標準化研究センター(INSTAC)の電子出版技術調査研究委員会で標準情報(TR)としてまとめた。

2. 審議中の主要検討課題
2.1 組版指定要素
2.1.1 この標準情報(TR)の対象
この標準情報(TR)は, 広範な日本語文書の中のビジネス文書に的を絞って構築したものである。この範囲で, スタイルについても幾つかのパターンを用意することにより, 簡単なフォーマット指定を実現できることを意図している。この意味においては, 簡易モデルとも呼びうるものである。

ただし，ビジネス文書の品質が一般書籍の組版品質と比較して低レベルであってよいということではない。したがって，ライブラリ化にあたっては一般書籍の組版内容に関して，版面の設定，柱・ノンブルの位置，見出しの組み方等，種々の観点から数十種類の組版分析を行い，その結果を踏まえてライブラリ化した。
2.1.2 行組版規則
  この標準情報(TR)における行組版規則については, JIS X 4051に規定される仕様が実装されているフォーマタを前提に置いているが, 必ずしもこの仕様に限定するものではない。JIS X 4051に含まれている組版機能の中で, この標準情報(TR)では対象としていないもの(縦中横処理など)もある。
2.1.3 版面の位置と大きさ設定
  検討過程では, 簡易型図式解法, アンウィンモジュール, モリスモジュールについても検討したが, 実際の書籍類について調査をした結果，これらのモジュールから得られる位置及び大きさに近似した設定がなされている例が少なかったため，この標準情報(TR)では採用しなかった。一般書籍においては版面の位置及び大きさに関する設定基準はかならずしも一様ではなく，標準スタイルと呼ぶことができる基準は見いだせなかった。
  そこで，この標準情報(TR)では簡易指定を目指すため, 4..5.1に示すとおり版面を用紙の中央におくことをデフォルトとし, それ以外の位置に置く場合は, それぞれの余白を比で指定することとした。絶対値指定は対象外とした。
2.1.4 柱の体裁
  柱の位置について, 最近出版された書籍類を調査した結果, あまり多くのパターンを用意する必要はないことが判明した。そこで, この標準情報(TR)においては4.8.2に示す5種類から選択するものとした。
2.1.5 注体裁指定要素
  注体裁指定要素のうち, 4.10に示す合印の種類及び順序はThe Chicago manual of Style[2]によった。
2.1.6 割注
  割注組版において, 4.11に示すとおり, 特に指定されない場合は割注パーレン付きとしている。この割注パーレンとしては, 一般には湾曲の浅い割注専用のパーレンを用いる。このパーレンは, JIS X 0208には含まれてなく, 外字扱いになるため実際にはフォーマタ依存となる。
2.1.7 添え字
  添え字の親文字に対する大きさについて, 活字, DTP(Desk Top Publishing)などにおける実態を調査した結果では揺れがみられた。そこで, この標準情報(TR)においては, 親文字の1/2(二分)として扱うこととした。
2.1.8 見出し体裁指定
  通常の書籍などでは, 見出しは1種類ではなく, 大見出しから小見出しまで, 幾つかの種類が用いられる。これらの見出し体裁をパラメタの設定によって定形化する手段がいくつか提案されている。この標準情報(TR)においても, 本文文字サイズとの比例関係を基に定形化する“ジャンプ率”という考え方の採用を検討した。しかし, 実際の組版においては, 本文及び見出しに同一の書体を用いることはまれで, 使用する書体(例えば, 本文を明朝体とし, 見出しをゴシック体とする。)又は見出しに用いる書体のウェイト選択によって, 比例関係自体が大きく影響を受け, 組合わせの複雑化が避けられない。 そこで, 具体的なモデル例を示すに止めることとした。
  同様の理由で, 見出しの推奨文字サイズについてもライブラリ化はしなかった。
2.1.9 ルビ
  ルビは, ルビ文字の大きさから２字ルビ及び３字ルビに分類され, 親文字との位置関係から中付きルビ及び肩付きルビに分類される。この標準情報(TR)おいては, ビジネス文書としての使用頻度などから, ２字ルビ及び中付きルビに限定することとした。
2.1.10 オーファン及びウィドウ
  この標準情報(TR)において指定する要素の候補として，オーファン及びウィドウについても検討したが, 明確なルールを規定するまでに至らず, 今回のライブラリには含めなかった。
2.1.11 数式
  数式については, すでにフォーマタとしてTeXがある程度普及しており, 特に日本語組版処理用に独自の機能が要求されることはほとんどないものと考えられるため, この標準情報(TR)の対象外とした。
2.1.12 表
  ビジネス文書においては，日本語組版処理特有の機能が要求されることはほとんどないものと考えられるため, この標準情報(TR)の対象外とした。ただし表ネームの文字サイズだけについて，組版指定要素に記述した。

3. 参考文献
[1] 平成9年度 標準化委員会 実装規約小委員会報告書, http://www.y-adagio.com/public/reports/ap_std/1997/as97.htm, 1998-03

[2] University of Chicago Press，The Chicago manual of Style(13th edition)，The University of Chicago Press，1982

[3] 小池光三訳，オックスフォード大学出版局の表記法と組版原則(HART’S RULES FOR COMPOSITORS AND READERS AT THE UNIVERSITY PRESS OXFORD Thirty-eighth edition),株式会社ダヴィッド社，1983

[4] 平成８年度 フォント関連用語の標準化に関する調査研究報告書，日本規格協会，1997

[5] 日本エディタースクール編，標準 編集必携，日本エディタースクール出版部，1987

[6] 藤森善貢著，出版技術入門－本の知識と造本の技術－，日本印刷新聞社，1965

[7] 藤森善貢著，日本エディタースクール編，新編出版編集技術 上巻編，日本エディタースクール出版部，1997

[8] スタンリー・アンウィン著，布川角左衛門・美作太郎訳，出版概論，栗田書店，1958

[9] 上口陸人著，エディトリアルデザインの実技，グラフィック社，1977

4. 原案作成委員会  この標準情報(TR)原案を作成した(財)日本規格協会 情報技術標準化研究センター(INSTAC)の電子出版技術調査研究委員会及び作業グループWG2の委員構成を, その順に次に示す。

                                 電子出版技術調査研究委員会
PRIVATE
 
氏名
所属 

(委員長)
池田　克夫
京都大学 

(幹事)
小町　祐史
松下電送システム株式会社 

(幹事)
長村　玄
ソウルシステム株式会社 

(幹事)
大久保　彰徳
株式会社リコー 

(幹事)
高沢　通
大日本スクリーン製造株式会社 


内山　光一
株式会社東芝 


小笠原　治
社団法人日本印刷技術協会 


前沢　克俊
大日本印刷株式会社 


橋爪　邦隆
通商産業省工業技術院標準部 

(事務局)
大川　和司
財団法人日本規格協会 

                                 作業グループ WG2
PRIVATE
 
氏名
所属 

(主査)
長村　玄
ソウルシステム株式会社 


高沢　通
大日本スクリーン製造株式会社 


小野沢　賢三
社団法人日本印刷技術協会 


安達　淳
株式会社沖データ 


小町　祐史
松下電送株式会社 


大久保　彰徳
株式会社リコー 


千田　滋也
株式会社リコー 


前沢　克俊
大日本印刷株式会社 


堀越　裕太郎
通商産業省工業技術院標準部 

(事務局)
大川　和司
財団法人日本規格協会 


- 1 -


